
６．（２）積極的な留学生支援
日本人の海外留学

世界で活躍するグローバル人材を育成するため、意欲と能力のある若者全員に留学機会を付与し、奨学金の支給に加え、

大学と企業等が連携した事前・事後研修の実施等により、日本人学生等の海外留学をきめ細かく支援する官民が協力し

た新たな制度を創設

カリキュラム上、実習や実験が多く、留学期間の確保に工夫を要する分野における海外留学を促進

外国人留学生の受入れ

各大学の特色にあわせた重点地域等を設定し、優秀な外国人留学生の戦略的な受入れを実現

優秀な外国人留学生を積極的に獲得するため、海外拠点を活用した現地選抜や渡日前入学許可を促進する仕組みの

構築

日本への留学にメリットを見いだせるようにするため、産業界と連携した環境整備を実施（就職支援など）

帰国留学生のフォローアップ等の実施により、日本留学経験者のネットワークを形成

２０２０年までに、日本人の海外留学者数を６万人（2010年）から１２万人に、
外国人留学生の受入数を１４万人（2012年）から３０万人に倍増

重点地域等を設定し、優秀な外国人留学
生の戦略的な受入れの実施

＜重点地域＞
ＡＳＥＡＮ、ロシア、アフリカ、中東、中央
アジア、インド、南米、米国、中東欧

＜重点分野＞
工学、医療、法学、農学

８

○留学生交流の現状 ○海外留学の阻害要因 ○優秀な外国人留学生の戦略的受入れ



６．（３）大学発ベンチャー支援、理工系人材の戦略的育成

国立大学から大学発ベンチャー支援会社等への出資を可能とする法案を国会提出（産業競争力強化

法関連）

ミッションの再定義等を踏まえて、今年度中に「理工系人材育成戦略」（仮称）を策定

同戦略を踏まえつつ、国立大学の大学院を中心に教育研究組織の再編・整備や機能の強化を図る

今後１０年で２０の大学発新産業を創出

○企業のイノベーション活動における隘路

９

出典：文部科学省科学技術政策研究所 「第2回 全国イノベーション調査報告結果」（平成22年9月）

○工学博士取得者の推移
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６．（４）人事・給与システムの弾力化
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運営費交付金について、必要額を確保した上で退職手当にかかる配分方法を早期に見直し、併せて競争的

資金制度において間接経費30パーセントを確保しこれを活用することにより、人事・給与システム弾力化が

さらに加速

各大学の改革の取組への重点支援の際に、年俸制の導入等を条件化

特に、教員の流動性が求められる分野において、改革加速期間中に１万人規模で年俸制・混合給与を導入

（例えば、研究大学で２０％、それに準ずる大学で１０％の教員に年俸制を導入することを目標に設定）

年俸制の趣旨に沿って、適切な業績評価体制を整備

優秀な若手・外国人の力で大学力を強化するため、シニア教員から若手・外国人へのポスト振替等を進める

意欲的な大学を資金面で積極支援し、改革加速期間中に１,５００人分の常勤ポストを政策的に確保すること

を目指す

第３期には、国内外の優秀な人材の活用によって
教育研究の活性化につながる人事・給与システムに

○各大学の取組例

大阪大学

世界的に優秀な教員に対して、「大阪大学特別教授」の称
号を付与するとともに、「特別教授手当」（年間最高600万
円）を支給。このほか、業績変動型の年俸制やクロス・ア
ポイントメント制度等の柔軟な人事・給与システムを導入

北陸先端科学技術大学院大学

外国人研究者や企業の研究者等、多様な人材の確保及び流動
性を更に促進するため、新規採用者及び現職者について年俸
制の導入を決定



６．（５）ガバナンス機能の強化
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中央教育審議会大学分科会組織運営部会では、学長がリーダーシップを発揮できる体制の整備や学長の
選考方法、教授会の役割の明確化等、多岐にわたる検討を行っており、年内に大学のガバナンスの在り
方について審議をとりまとめる予定。文部科学省では審議結果等を踏まえて所要の制度改正や支援
等を実施予定。

◇ 各大学は、教育・研究・社会貢献機能の最大化のため、本部・部局全体のガバナンス体制を総点検・見直し。

責任の所在を再確認するとともに、権限の重複排除、審議手続の簡素化、学長までの意思決定過程の確立を図る。

◇ 国は、学長のリーダーシップの確立と教職員の意識改革のため、効果的な制度改正とメリハリある支援を実施。

◇ 社会は、大学と積極的に関わり、学長のリーダーシップを後押し。

１．学長のリーダーシップの確立

○学長補佐体制の強化（総括副学長等
の設置、高度専門職の創設 等）

○予算、人事、組織再編におけるリー
ダーシップの確立 等

３．教授会の役割の明確化

○教育課程編成、学生の身分、
学位授与、教員の研究業績
審査等を審議 等

２．学長の選考・業績評価

○選考組織が主体性を持って、求
められる学長像を示し、候補者
のビジョンを確認して決定 等

４．監事の役割の強化

○ガバナンスの監査
○常勤監事の配置 等

＜主な内容＞

○中央教育審議会大学分科会組織運営部会 審議まとめ
「大学のガバナンス改革の推進について」（素案）25.11.19のポイント

第３期には、学長がリーダーシップを発揮し、
各大学の特色を一層伸長するガバナンスを構築
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６．（６）第３期中期目標期間に向けての当面の目標

教育研究組織や学内資源配分について恒常的に見直しを行う環境を生み出
す

国内外の優秀な人材の活用によって教育研究の活性化につながる人事・給
与システムに

学長がリーダーシップを発揮し、各大学の特色を一層伸長するガバナンス
を構築

２０２０年までに、日本人の海外留学者数を６万人（2010年）から １２万
人に、外国人留学生の受入数を１４万人（2012年）から３０万人に倍増

今後１０年で世界大学ランキングトップ１００に１０校ランクイン

今後１０年で２０の大学発新産業を創出



７．自主的・自律的な改善・発展を促す仕組みの構築
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第３期における国立大学法人運営費交付金や評価の在り方について

は、平成２７年度までに検討し抜本的に見直す

その際、改革加速期間中の取組の成果をもとに、

○ 各大学が、強みや特色、社会経済の変化や学術研究の進展を踏まえて、教

育研究組織や学内資源配分を恒常的に見直す環境を国立大学法人運営費

交付金の配分方法等において生み出す

○ 新たな改革の実現状況を、その取組に応じた方法で可視化・チェックし、その

結果を予算配分に反映させるＰＤＣＡサイクルを確立する

第３期の中期目標・中期計画の策定に向けて、平成２６年度中に組

織業務の見直しに関する視点を提示。また、平成２７年度には中期

目標・中期計画の見直し方針を提示



８．最後に
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文部科学省では、国立大学と一体となって、社会経済の変化を受

けて、今後迅速に改革を加速化。

産業界においては、国立大学と積極的に対話し、大学の機能強化

にあらゆる側面から連携・支援をお願いしたい。

特に、人材育成に関しては、大学教育の充実と併せて企業側の協

力も不可欠。就職・採用活動時期の変更や採用時における多面的

な能力評価、採用後の社会人の大学における学び直し等につい

て、特段の配慮をお願いしたい。



参考資料
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国立大学改革プラン（概要）

第３期における国立大学法人運営費交付金や評価の在り方については、平成２７

年度までに検討し、抜本的に見直し

改革加速期間中（平成25～27年度）の取組の成果をもとに、

各大学が強みや特色、社会経済の変化や学術研究の進展を踏まえて、教育研究組織や学内資源

配分を恒常的に見直す環境を国立大学法人運営費交付金の配分方法等において生み出す

新たな改革の実現状況を、その取組に応じた方法で可視化・チェックし、その結果を予算配分

に反映させるＰＤＣＡサイクルを確立する

自主的・自律的な改善・発展を促す仕組みの構築

第３期中期目標期間（平成28年度～）には、各大学の強み・特色を最大限に生かし、自ら改善・発展

する仕組みを構築することにより、持続的な「競争力」を持ち、高い付加価値を生み出す国立大学へ

学長のリーダーシップにより強み・特色を盛り込んだ中期目標・中期計画に基づき、組織再編、資源配分を最適化

• 優秀な教員が競い合い人材育成を行
う世界トップレベルの教育研究拠点

• 大学を拠点とした最先端の研究成果
の実用化によるイノベーションの創出

• 大学や学部の枠を越えた連携による日
本トップの研究拠点

• 世界に開かれた教育拠点
• アジアをリードする技術者、経営者養成

• 地域のニーズに応じた人材育成拠点
• 地域社会のシンクタンクとして様々な
課題を解決する「地域活性化機関」

世界最高の教育研究の展開拠点 全国的な教育研究拠点 地域活性化の中核的拠点

第３期には、教育研究組織や学内資源配分について恒常的に見直しを行う環境を生み出す

第３期には、国内外の優秀な人材の活用により教育研究の活性化につながる人事・給与システムに

学長がリーダーシップを発揮し、各大学の特色を一層伸長するガバナンスを構築

2020年までに、日本人海外留学者数、外国人留学生の受入数を倍増

今後10年間で世界大学ランキングトップ100に我が国の大学10校以上を目指す

今後10年で20以上の大学発新産業を創出

改革加速期間中の
機能強化の視点

強み・特色の重点化

グローバル化

イノベーション創出

人材養成機能の強化

各大学の

機能強化

の方向性

当面の

目 標
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